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表 1 カラーテレビの世界シェアの変動 
 2000 年（カラーテレビ） 2005 年（液晶テレビ） 2008 年（薄型テレビ） 
1 ソニー    （9.1％） シャープ  （20.0％） サムスン電子（23.2％） 
2 フィリップス （9.0） フィリップス（13.6） ソニー   （15.0） 
3 パナソニック （8.0） ソニー   （13.3） ＬＧ電子  （10.3） 
4 トムソン   （6.5） サムスン電子（10.0） パナソニック （9.1） 
5 東芝     （5.0） パナソニック （7.6） シャープ   （8.5） 
注）『日経市場占有率』各年による。2000 年と 05 年は出荷台数ベース。08 年は出荷額ベース。 
 




















































ような例もみられる（Johonston et al. [1988] 94-95）。 
また、コンピュータのハードやソフトのような高度な製品やシステムなどの事業上の買
手には、垂直的マーケティング・システムから得られるサポートや広範な情報の交換に価
















表 2 垂直的マーケティング・システムのマトリクス 
 管理型 契約型 企業型 
生産者主導型    
卸売商主導型    
小売商主導型    






図 1 チャネル・キャプテン別の垂直的マーケティング・システム 
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で 1 兆円を達成、その後僅か 4 年後には 2 兆円を超え、小売業全体でもセブン&アイセブ
ン、イオンについで 3番目にランクされている。 
 
表 3 家電量販店の動向 






















































































を提供できることにある。2007 年の年商は、加盟店全体で 120 億円、08 年は 180 億円、
09 年 148 億円となっている。加盟店数は、ここ 2 年 100 店舗を超える増加数を示し、10
年 8 月には 840 店を突破している。ある加盟店のエアコンのケースでは、近隣の量販店よ
り 3 万円安い 13 万円に設定しても粗利益が 33.9％もとれている（「ガイヤの夜明け」2008
年 7 月 22 日）。なお加盟時の預託金は 30 万円、ロイヤリティは毎月 5 万円プラス月商 250
万円超分の 2％である（月刊『技術経営』編集部［2008］213-214 頁）。 
一方セブンプラザは、じり貧状態にあったパナソニック（当時、松下電産）系列の「パ
パママストア」を 1996 年頃からチェーン化し（2010 年現在、58 店舗、うち直営店 8 店
舗）、本部で商品を一括仕入れして商品を供給するとともに、店舗経営の指導や計数管理な
どを徹底させている（『日経ビジネス』［2004］）。 









ビジオは、2007 年 4－6 月期に米国市場販売台数シェア 1 位となった。創業からわずか
3 年で、従業員 100 人の無名ベンチャーから、ソニーやサムソンを抜きトップブランドに
なった。製品は低価格だが、デザインも高級感をもたせ、品質も高いと市場では評価され
ている。北米で急速にシェアを伸ばしつつあり、08 年の薄型テレビの出荷台数は 350 万
台、09 年第 1 から 3 四半期までの累積でトップであり、ソニーより多くの店舗の陳列棚に
並べられている（ビジオのＨＰ）。主な販路は、ホールセールクラブ（コストコ、ウォルマー
ト、サムズクラブ）やオンラインショッピングなどで他とは異なる。 
















１ 大店法の廃止による規制緩和を背景に、2004 年度中に大型店を中心に 45 店舗を出
店したことにみられるように、積極的な拡大戦略をとった。08 年 3 月末でみると、全













－ 8 － 
ポイント制度活用の徹底などが高収益を支えている。 
５ 物流効率化と情報武装化が進んでいる。全国 23 カ所に自前の物流センターを設置








「テックランド」は、国道や県道沿いの郊外立地、商圏設定は半径 8 ㎞で人口 30 万人、
























日本の家電品市場の規模は、商業統計表でみると 1997 年以降、7 から 8 兆円の間で推
移しており、成熟している。正確な数値の把握は難しいので、この 10 年間の市場規模を
7.5 兆円で横這いと仮定し、カメラやパソコン、その他非家電品も量販店の売上高に含め




ラなどの大型カメラ店 12.5％、合計シェア 62.8％、約 6 割強となっている。いずれにして
も家電品市場の市集中度は急速に上昇していることは間違いない。 
 
表 4 大手量販店の市場集中度の推移 
 2000 2005 2008 2009 
大手 8 社の累積集中度 31.5％ 59.7 83.3 76.6 
ヤマダ電機のマーケットシェア 6.3％ 16.9 24.3 26.9 




は厳しくなっていることがあげられる。家電量販各社は 1990 年代から 2000 年代にかけて
郊外を中心に出店、ＦＣ店を含め上位 10社だけで 3000店以上がひしめくようになった（日
















発に力点をおくようになった。まず、10 年 9 月に人口 2 万人強の宮崎県えびの市に小型の
テックランド 1 号店をオープンした。標準店に比べ店舗規模は 3 分の 1 の 990 ㎡、こうし


















－ 11 － 
に変化するようになった。当時のメーカーは、カラーテレビ、洗濯機、冷蔵庫などのいず
れか特定品種を生産する単一製品メーカーが多く、90 年初頭の段階には、テレビメーカー

















 表 5 中国二大家電チェーンの推移 単位：億元 
2001 2005 2009 
 
売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 
蘇寧電器 40 91 398 368 1170 941 






－ 12 － 
壊し、民営の中間商人が登場し発展するようになった。ハイアールやＴＣＬなど大手メー
カーによる系列店網づくりが早い時期から行われてきたが、現状では、地方市場で一定の







にある蘇寧電器の旗艦店の場合、エスカレーターの正面にある 1 等地の区画（15～25 ㎡）











中国の小売業では、2003 年に上海の 4 つの政府系グループが大同団結してできた「百
聯集団」ずっと売上で首位を占めていたが、06 年、永楽電器を買収した国美電器がトップ






ビスなど日本式販売ノウハウ吸収にある（日本経済新聞、2009 年 6 月 18 日付）。 
－ 13 － 
 表 6 中国売上高ランキング 2009 年 
 企業名 販売額（前年比） 店舗数（前年比） 
１ 蘇寧電器集団 1,170 億元（14％） 941 （16％） 
２ 国美電器 1,068 （ 2％） 1,170（-14％） 
３ 百聯集団 979 （ 4％） 8,153 （-4％） 
４ 大連大商 705 （13％） 160 （ 7％） 
５ 華潤万家 660 （ 7％） 2,926 （ 9％） 
７ カルフール中国 366 （ 8％） 156 （16％） 
９ ウォルマート中国 340 （22％） 175 （46％） 
15 ベストバイ中国 257 （  －） 262 （ －） 


























坪と大規模で展開、現在は 200 から 250 坪に拡大している。従来の系列店は平均売場面積




















バーワンのハイマートは、2005 年、アジア系の投資会社「Affinity Equity Partners」に

























－ 15 － 
Ｎ））宅配、ソウル証券（現有進投資証券）、韓国通運、韓国ＧＷ物流など金融・物流関連
企業を相次いで買収した（日刊工業新聞 Business Line）。ハイマートは、2007 年予想売
上高が 2 兆 3374 億ウォン、国内家電流通市場で 17％のシェアをもつ業界 1 位企業で、税
引き前営業利益が 1080 億ウォンであった（韓国・中央日報 2007 年 12 月 10 日付）。なお、







アメリカの「ベストバイ」で 1529.99 ドル、税込み約 1679 ドル（193 万ウォン）で販売
されている。ハイマートでは同じモデルは 298 万ウォンであり、100 万ウォン以上の差が
ある。米国のほうが 35.2％も安いことになる。ノートパソコンも同じで、サムスンのＲ430
の場合、ベストバイの価格は 629.99、税込み 691 ドル、約 79 万 4650 ウォン、同じもの
が韓国のハイマートでは 92 万 4000 ウォンで販売されており、13 万ウォンほどの差があ
る。米国のほうが 13％ほど安い。こうした内外価格差について、サムスンのキム課長は「米
国輸出用と韓国内需用では製品仕様に差がない」ことと明らかにした（韓国・中央日報 2010




























にも選ばれている。2009 年の売上は前年比 10.4％増の 49694 百万㌦（約 4 兆 2 千億円、
欧の電話ショップチェーンなどの売上も含む）、米家電市場のほぼ 3 割を占める。ベスト・
バイの店舗数は国内 1069、カナダ 64、中国 6、メキシコ 5、トルコ 1、この他に中国には




年、サーキット・シティについで第 2 位に躍進、2001 年にはついに家電量販店で全米一
の座を獲得した。03 年、上海に調達事務所を開設、フォーブス誌の「カンパニー・オブ・
ザイヤー」に選ばれる。06 年、江蘇五星電器を買収し外資家電小売業として初の中国進出、


































ア・マルクトの株式 54％を取得した。2 年後の 90 年に、今度はメディア・マルクトがサ
ターンを買収し、メディア・マルクトとサターンは、商号は別のまま同一の企業グループ
－ 18 － 
を形成した。さらに 96 年、カウフホフがメトロに統合され、それ以降はメディア・マル
クト／サターンは、メトロ・グループ傘下の家電量販店になっている。 
メディア・マルクトは 89 年フランスに進出以来、現在、ドイツ、オーストリア（90 年）、
スイス（94 年）、ハンガリー（97 年）、ポーランド（98 年）、イタリア（99 年、メディア・
ワールドを買収）、スペイン（99 年）、オランダ（99 年）、ベルギー（2002 年）、ポルトガ
ル（04 年）、ギリシャ（05 年）、スウェーデン（06 年）、ロシア（06 年）、トルコ（07 年）




 表 7 ディア・マルクトとサターンの概略 2009 年 12 月 
 店舗数 進出国数 年間販売額 品揃え数 
メディア・マルクト 589 14 
サターン 251 13 
197 億ユーロ 





を導入し市価よりも安く提供した。現在、13 ヵ国に 251 店舗あり、ＣＤとＤＶＤでは品
揃えが世界最大であるとホームページには記されている。 
ディア・マルクトとサターンの合計売上高（2009 年 12 月期）は 197 億ユーロ（2 兆 5610
億円、1 ユーロ 130 円で換算）で、10 年間で 3 倍以上に増え、日本のヤマダ電機を大きく
上回っている（メトロ・グループのＨＰ）。 
 
 表 8 世界四大家電量販店の概要 2009 年 
 ヤマダ電機 蘇寧電器 ベストバイ メトロ 
売上高 2 兆 161 億円 1 兆 5210 億円 4 兆 2000 億円 2 兆 5610 億円 
店舗数 489 941 1303 840 
進出国数 1 1 5 14 
注）各種資料から筆者が作成。ヤマダ電機の店舗数はＨＰの店舗案内から集計。内訳は「テッ
クランド」463、「ＬＡＶＩ」18、その他 8 である（2010 年 9 月）。 
 
 
－ 19 － 
またメトロは、中国の携帯端末ＯＥＭメーカーのフォックスコン（富士康国際ＨＤ）と
家電販売の合弁会社を設立し、現地でチェーン展開すると発表した。メディア・マルクト
（梅地亜家電超市）の商号で、2010 年後半に第 1 号店を、上海の中心街である淮海中路
の「華亭伊勢丹」跡に開店し、その後全国展開する予定である（時事通信ニュース、2009
年 3 月 25 日付）。10 年 12 月にはヤマダ電機が瀋陽市に 1 号店、11 年には天津市に 2 号
店（売場面積はそれぞれ約 2 万㎡）をオープンすることが決まっており（日本経済新聞、
20107 月 22 日付）、先行するベストバイ、それに蘇寧電器を加えて世界四大家電量販店が
中国市場で対決することになる。 
 
 表 9 ヨーロッパの主な家電量販店（2000 年） 単位：百万ユーロ 
 本国 活動国数 売上高 店舗数 
①エキスパート スイス 16 8000 2758 
②メディア・マルクト／サターン ドイツ 9 7600 314 
③ディクソンズ・グループ イギリス 16 6625 1226 
④キングフィッシャー・エレクトリカルズ イギリス 9 5850 803 
⑤エレクトロニック・パートナー ドイツ 11 5000 5889 






を行い、業績は近年順調に推移している。2010 年 4 月期の売上高は 8533 百万ユーロ（約
1 兆 1000 億円）、前年比 4.3％増、営業利益 133 百万ユーロ、前年比 42.7％増である。国
別の内訳は、イギリス・アイルランド 4014 百万ユーロ（638 店）、北欧諸国 2094 百万ユー





－ 20 － 
と、より成長性があり海外展開が見込めるＤＩＹ事業に特化するために、バラエティ・ス





ボーレなどの家電チェーン展開し、2010 年 4 月期の売上高は 5124 百万ユーロ（約 6600
億円）、前年比 3.4％増、小売り利益 99 百万ユーロ、前年比 28.1％増である。このうちフ
ランス最大のチェーンであるダーティが 223 店、売上高は 2471 百万ユーロ、「コメット」


































済新聞、1997 年 10 月 1 日付）。 
2002 年、パナソニックは店頭値下げを補填する形の複雑なリベート体系を全廃するとと
もに、系列店の中から優良店 19,000 店を選別し、仕入額の多い店ほど卸値を引き下げて







クライフエレクトロニクス（系列店向け販社）の 32 地域支社を全国 6 地域にブロック化
し、地域ごとの販売戦略を立案しやすくした。当時、パナソニックの国内販売額の系列店
割合は年々減少していたが、03 年度上半期で 42％と業界平均 14％を大きく上回っていた。
その中では優良店と不振店の分化が顕著であり、全国一律の支援策からの転換を急ぐこと
になった。戸田一雄専務（当時）は「店主の高齢化や後継者問題もあって、二極化が進む
のはやむを得ない」と述べている（日本経済新聞、2003 年 2 月 15 日付）。 
パナソニックでは、1970 年からショップ後継者のため 1 年制の学校「松下幸之助商学
院」（滋賀県草津市）を開設しており、経営塾はそこで 2 週間の集中セミナーを行うもの












新聞 2004 年 12 月 16 日付）。この時点で、日本の家電品流通で系列店シェアは約 20％だっ
たが、まだパナソニックは 4 割強を維持していた。 
 
表 10 メーカー別系列店の推移 
 三洋 東芝 パナソニック 日立 三菱 
1960 年代 － 5500 10000 3400 3300 
70 年代 4100 7600 17000 5800 3700 
80 年代 4400 12000 26000 10500 4300 













出所）『家電流通データ総覧 2010』（リック社）195 頁、による。 
 






－ 23 － 






























－ 24 － 
が行われた。全国の各都市（省都）に販売会社（ハイアール工貿会社）を設立し、省都以
外の 2 級都市にはハイアール流通センター、それ以外の 3・4 級都市では系列店を組織し
た。販売会社は第 1 級都市の小売商と直接取引するとともに、流通センターを通じて 2 級
都市と第 3 級都市の小売商・系列店と取引することにした（張他［2003］177-8）。これと
は別に家電専門店を担当する大規模得意先サービスセンターが設立されている。系列店は
「1 県 1 店舗」が原則であり（ただし、大きい県は複数）、2000 年までに農村を中心に約





















を作り始め、販売状況を見ながら、出店数を増やす方針だ（日本経済新聞 2006 年 1 月 16
日付）。 
現在、ハイアールの専売店を含む販売網には約 3 万店の店舗と約 2 万店のアフターサー
－ 25 － 
ビス拠点を中国中に張り巡らしている。ちなみに中国における販売網は、パナソニックの




























可能性がある。たとえば、前述したように、中国には 1990 年代初頭には約 100 社のカラー
－ 26 － 
テレビのメーカーがあったが、その後競争激化から市場構造の寡占化が進み、創維、海信、
ＴＣＬの三大ブランドの液晶テレビは過半のシェアを占めるようになっているが（52.4％、
2009 年 1－9 月の出荷台数、米ディスプレイサーチ調べ）、生産技術の内部化は進まず、
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